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１ 計画の背景と目的

仁木町では、障害者基本法に基づく「第２期仁木町障がい者計画」（平成３０年

度～令和９年度）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（以下「障害者総合支援法」という。）並びに児童福祉法に基づく「第５期仁木

町障がい福祉計画・第１期仁木町障がい児福祉計画」（平成３０年度～令和２年度）

を策定し、障がい者施策の総合的かつ計画的な推進を図ってきました。

このたび、「第５期仁木町障がい福祉計画・第１期仁木町障がい児福祉計画」が

計画の最終年度となりましたが、仁木町ではこの機会を捉え、国・道などの動向や

各種制度、障がいのある人を取り巻く社会情勢の変化に対応し、障がい者施策の一

層の推進を図るため、計画の見直しを行い、新たに「第６期仁木町障がい福祉計画・

第２期仁木町障がい児福祉計画」を策定し、障がい福祉サービス及び地域生活支援

事業等の提供体制の充実を図ります。

２ 計画の期間・位置付け

仁木町においては、前期計画に引き続き「第６期仁木町障がい福祉計画」及び「第

２期仁木町障がい児福祉計画」を一体的な計画として策定することとし、第６期仁

木町障がい福祉計画・第２期仁木町障がい児福祉計画（以下「仁木町障がい福祉計

画等」という。）の期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とします。

仁木町障がい福祉計画等は、第２期仁木町障がい者計画の実施計画として位置付

けることします。

平成27

年度

平成28

年度

平成29

年度

平成30

年度

令和元

年度

令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度

仁木町障がい者計画

(平成２４～２９)

第２期仁木町障がい者計画

(平成３０～令和９)

第４期仁木町障がい福祉計画

(平成２７～２９)

第５期仁木町障がい福祉計画

第１期仁木町障がい児福祉計画

(平成３０～令和２)

第６期仁木町障がい福祉計画

第２期仁木町障がい児福祉計画

(令和３～５)
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３ 障がいのある人の現状

(１) 人口の推移

仁木町の総人口は昭和３５年の８，３２６人をピークに減少し続け、令和２

年３月３１日現在で３，１８４人となり、１０年間で５９６人減少しています。

世帯数については１０年間で１２８世帯減少しており、人口と同様に減少傾

向にあります。

人口及び世帯数（数値は各年度末時点）

(２) 障がい者手帳所持者（３障がい）の推移

身体障がい者手帳所持者数及び療育手帳所持者数は人口と同様に減少傾向

にあり、総人口に占める割合はほぼ横ばいで推移しています。精神障がい者保

健福祉手帳所持者数は増加傾向にあります。

各手帳所持者の構成比をみると、身体障がい者手帳所持者が８割程度と最も

多くなっています。

障がい者手帳所持者（３障がい）（数値は各年度末時点）
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(３) 身体障がい者手帳所持者の推移

身体障がい者手帳所持者は令和２年３月３１日現在で２４２人となり、５年

間で３３人減少しています。

障がい部位別の構成比をみると、肢体不自由が６割以上を占めており、内部

障がいが２割以上で、両障がいを合わせると全体の約９割を占めています。

身体障がい者数（障がい部位別）（数値は各年度末時点）

身体障がい者数（等級別）（数値は各年度末時点）
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(４) 療育手帳所持者の推移

療育手帳所持者数は、人口と同様に減少傾向にあります。総人口に占める割

合は横ばいで推移しています。

療育手帳所持者数（数値は各年度末時点）

(５) 精神障がい者保健福祉手帳等所持者の推移

精神障がい者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、直近５年間は増加傾向

にあります。

自立支援医療費（精神通院医療）受給者についても、令和２年３月３１日現

在で７４人となり、５年間で９人増加しています。

精神障がい者数（数値は各年度末時点）
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(６) 障害支援区分認定者数の推移

障害支援区分認定者数については、約７０名の横ばいで推移しています。

障害支援区分認定者数（数値は各年度末時点）
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４ 成果目標

厚生労働省の定める「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を

確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）に即して、障がいのあ

る人の地域生活への移行や就労支援といった課題に対応するため、計画期間である

令和５年度までの成果目標を次のように設定します。

(１) 福祉施設の入所者の地域生活への移行

(２) 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

(３) 地域生活支援拠点等が有する機能の充実

「地域生活支援拠点等の整備」とは、障がいのある方の重度化・高齢化や「親

亡き後」を見据え、居住支援のための機能を地域の実情に応じた創意工夫によ

り整備し、障がいのある人の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築

することです。

区分 目標 備考

令和５年度末におけ

る地域生活に移行す

る者

２人

基本指針に基づき、令和元年度末時点の施設入所

者の６％以上が地域生活へ移行することを目標とし

ます。

・令和元年度末の施設入所者数 ２３人

令和５年度末の施設

入所者数

２２人

（１人削減）

基本指針に基づき、令和元年度末時点の施設入所

者数から１．６％以上削減することを目標とします。

・令和元年度末の施設入所者数 ２３人

区分 目標 目標

市町村ごとの保健、

医療、福祉関係者に

よる協議の場の設置

状況

設置

現在、北後志地域自立支援協議会において、保健、医療、福

祉関係者による協議の場を設けています。

北後志地域自立支援協議会による協議の場の機能の充実を

図っていくとともに、多様化する地域課題に柔軟に対応するた

め仁木町単独での協議の場の設置に向けた検討を進めます。
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【「地域生活支援拠点等」に求められる機能】

(４) 福祉施設から一般就労への移行等

①居住支援機能

共同生活援助（グループホーム）、公営住宅などを活用した住まいの場を提供

②地域支援機能

・相談（地域移行の推進や親元からの自立）

・体験の機会・場の提供（１人暮らし、グループホームへの入居）

・緊急時の受け入れ・対応（短期入所（ショートステイ）の利便性の確保・対応の能力向上等）

・専門性の確保（人材の確保・養成、連携等）

・地域の体制づくり（サービス拠点の整備、コーディネーターの配置等）

区分 目標 備考

地域生活支援

拠点等の整備

等

１か所

地域生活支援拠点等については、北後志５か町村（積丹町、古平

町、余市町、赤井川村及び仁木町。以下同じ。）での広域での面的

整備による１箇所を確保しつつ、仁木町独自の地域生活支援拠点等

の整備について検討します。

北後志５か町村と基幹相談支援センターであるしりべし圏域総

合支援センターとの連携のもと、個別事例の検証等を通じた機能の

充実に向けた検証及び検討を年間１回以上実施します。

区分 目標 備考

令和５年度中に就

労移行支援事業等

を通じて一般就労

に移行する者

１人

基本指針では、令和元年度の就労移行支援事業等を通じて一般

就労へ移行した実績の１．２７倍以上を目標とすることとなって

いますが、令和元年度の移行実績がないため、目標を１人に設定

します。

・令和元年度の就労移行支援事業等による一般就労への移行実績 ０人

※就労移行支援事業等：生活介護、自立訓練、就労移行支援及び

就労継続支援
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(５) 障がい児支援の提供体制の整備等

ア 重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置

及び保育所等訪問支援の充実

【児童発達支援センター等について】

区分 目標 備考

令和５年度中に就

労移行支援及び就

労継続支援を通じ

て一般就労に移行

する者

１人

基本指針では、上記の「令和５年度中に就労移行支援事業等を

通じて一般就労に移行する者」のうち、就労移行支援及び就労継

続支援を通じて一般就労に移行する者を、令和元年度の移行実績

のそれぞれ１．２３倍から１．３倍以上を目標とすることとなっ

ていますが、令和元年度の移行実績がないため、上記同様に目標

を１人に設定します。

・令和元年度の就労移行支援事業による一般就労への移行実績 ０人

・令和元年度の就労継続支援Ａ型事業による一般就労への移行実績 ０人

・令和元年度の就労継続支援Ｂ型事業による一般就労への移行実績 ０人

児童発達支援セン

ター

障がいのある児童を通所させて、日常生活における基本的動作の指導、

自活に必要な知識や技能の付与または集団生活への適応のための訓練を

行う施設。福祉サービスを行う「福祉型」と福祉サービスに併せて医療

を行う「医療型」があります。

【根拠法令】児童福祉法

市町村子ども発達

支援センター

発達の遅れ又は障がいのある児童とその家族が、身近な地域において、

個々の状況、ニーズ、利用の形態などに応じ、適切な相談支援及び発達

支援を受けることができる施設。

【根拠法令】障がい児等支援体制整備事業「市町村子ども発達支援セン

ター事業」実施要領（北海道）

市町村中核子ども

発達支援センター

市町村子ども発達支援センターのうち、児童発達支援に加え、保育所

等訪問支援又は障害児相談支援の指定を受け地域支援を行う、地域の中

核的施設。

【根拠法令】障がい児等支援体制整備事業「市町村子ども発達支援セン

ター事業」実施要領（北海道）
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イ 主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所の確保

ウ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーター

の配置

区分 目標 備考

児童発達支援センター

の設置
設置

基本指針に基づき、令和５年度末までに、児童発達支援セ

ンターもしくは児童発達支援センターと同様の機能を有す

る市町村中核子ども発達支援センターを設置することを目

標とし、検討を進めます。

設置に当たっては、北後志５か町村で設置の市町村子ども

発達支援センターである北後志母子通園センターの機能強

化を基本とし、北後志５か町村で連携を図りながら取り組み

ます。

保育所等訪問支援を利

用できる体制を構築

体制の

構築

基本指針に基づき、令和５年度末までに、上記の「児童発

達支援センターの設置」と併せて保育所等訪問支援を利用で

きる体制を構築することを目標とします。

区分 目標 備考

主に重症心身障がい児を

支援する児童発達支援事

業所及び放課後等デイサ

ービス事業所の確保

各

１か所

基本指針に基づき、令和５年度末までに、それぞれ１

か所確保することを目標とし、検討を進めます。

また、設置に当たっては、北後志圏域での確保を視野

に入れ、北後志５か町村及び北後志地域自立支援協議会

で連携を図りながら取り組みます。

区分 目標 備考

関係機関の協議の場の

設置
設置

現在、北後志地域自立支援協議会において、保健、医療、

障がい福祉、保育、教育等の関係機関による協議の場を設け

ています。

北後志５か町村で連携し、北後志地域自立支援協議会によ

る協議の場の機能の充実を図っていくとともに、上記の北後

志母子通園センターの機能強化と合わせて、コーディネータ

ーの配置について検討します。
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(６) 相談支援体制の充実・強化等

(７) 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

区分 目標 備考

総合的・専門的な

相談支援の実施
実施

現在、仁木町の相談支援体制として、委託により、北後志５か町

村による広域の相談支援事業の実施及び基幹相談支援センターの設

置（委託先：ＮＰＯ法人しりべし圏域総合支援センター）並びに仁

木町単独の相談支援事業（委託先：社会福祉法人後志報恩会）を実

施しています。

この相談支援体制により、障がいの種別や各種のニーズに対応で

きる総合的・専門的な相談支援を実施します。

地域の相談支援体

制の強化
実施

北後志地域自立支援協議会において、基幹相談支援センターを中

心とした地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指

導・助言、地域の相談支援事業者の人材育成の支援、地域の相談機

関との連携強化等の取組の実施を検討します。

区分 目標 備考

障がい福祉サービ

ス等に係る各種研

修の活用

毎年度

１名参加

障がい福祉サービスに対する理解を深め、利用者が真に必

要とする障がい福祉サービス等の提供を行うため、都道府県

等が実施する障がい福祉サービスに関する研修に参加しま

す。

障害者自立支援審

査支払等システム

による審査結果の

共有

体制の

整備

障害福祉サービス事業所からの請求の過誤を無くすため

の取組や適正な運営を行っている障害福祉サービス事業所

を確保するため、障害者自立支援審査支払等システム等によ

る審査結果を分析してその結果を活用し、事業所や関係自治

体等と共有する体制を整備を進めます。
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５ 障がい福祉サービス等の見込量

(１) 障がい福祉サービス等の体系

(２) 障がい福祉サービス等の見込量

ア 訪問系サービス

(ア) 居宅介護

障がいのある人の居宅において、入浴、排せつ、食事などの身体介護や

調理、洗濯、掃除などの家事援助並びに生活全般にわたる援助(通院等介

助含む)を行います。

(イ) 重度訪問介護

重度の肢体不自由者であって常時介護を要する障がいのある人に対し

て、居宅での入浴や排せつ、食事などの生活全般にわたる介護のほか、外

出時における移動中の介護を総合的に行います。

訪問系サービス 居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

日中活動系サービス 生活介護

自立訓練（機能訓練・生活訓練・宿泊型）

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

就労定着支援

療養介護

短期入所（福祉型・医療型）

居住系サービス 自立生活援助

共同生活援助

施設入所支援

相談支援 計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

障害児通所支援 児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

障害児相談支援 障害児相談支援
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(ウ) 同行援護

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がいのある人の外出時

において、同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護と

その他外出する際の必要な援助を行います。

(エ) 行動援護

知的障がい又は精神障がいにより、行動上著しい困難があるため、常時

介護が必要な障がいのある人に対して、行動する際に生じる危険を回避す

るために必要な援護や外出の際の移動中における介護のほか、行動する際

に必要な援助を行います。

(オ) 重度障害者等包括支援

意思の疎通が著しく困難で、常時介護を要する障害支援区分６の障がい

のある人等であって、その介護の必要度が著しく高い方に障がい福祉サー

ビスを包括的に行います。

（提供するサービスの内容：前（ア）～（エ）のほか、生活介護、短期入

所、自立訓練、就労移行支援および共同生活援助）

【サービスの実績と見込量】

※利用量を見込んでいないサービスについて、サービスの利用を制限するものではありません。

サービス体系

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

人 時間/月 人 時間/月 人 時間/月 人 時間/月 人 時間/月 人 時間/月

居宅介護 17 115 14 101 11 72 14 101 14 101 14 101

重度訪問介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

同行援護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

行動援護 1 10 1 12 1 15 1 12 1 12 1 12

重度障害者等

包括支援
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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イ 日中活動系サービス

(ア) 生活介護

常時介護が必要な障がいのある人に、主として昼間、施設や事業所で入

浴、排せつ、食事等の介護を行うとともに、創作・生産活動の機会を提供

します。

(イ) 自立訓練（機能訓練・生活訓練・宿泊型）

自立した日常生活、または社会生活ができるよう、身体機能、または生

活能力の向上のため必要な訓練を行います。

(ウ) 就労移行支援

一般就労を希望し、知識・能力の向上、企業などへの雇用、または在宅

就労などが見込まれる人を対象に、生産活動やその他の活動の機会の提供

し、就労に必要な知識および能力の向上のための訓練を行います。

(エ) 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

一般企業等での就労が困難な障がいのある人に就労の機会の提供や知

識および能力の向上のために必要な訓練を行い、就労に向けた支援を行い

ます。（雇用契約に基づき、就労や生産活動の機会を提供するものがＡ型、

雇用契約は締結せずに就労や生産活動の機会を提供するものがＢ型。）

(オ) 就労定着支援

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した人に、障がい者との相談

を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関等との連絡調整

やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を行います。

(カ) 療養介護

医療機関で機能訓練や療養にかかわる介護（医学的管理の下における介

護で常時介護を有する）、日常生活の介護等を行います。

(キ) 短期入所（福祉型・医療型）

居宅で介護する人が病気などの理由で、障がい者支援施設やその他の施

設へ短期間の入所を必要とする障がいのある人に対して、夜間も含め施設

での入浴、排せつ、食事の介護等を行います。
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【サービスの実績と見込量】

※利用量を見込んでいないサービスについて、サービスの利用を制限するものではありません。

ウ 居住系サービス

(ア) 自立生活援助

障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望

する人に対して、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応に

より、その人の理解力・生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適

切な支援を行います。

サービス体系

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

人 日/月 人 日/月 人 日/月 人 日/月 人 日/月 人 日/月

生活介護 34 656 35 700 34 693 35 700 35 700 35 700

自立訓練

(機能訓練)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

自立訓練

(生活訓練)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宿泊型

自立訓練
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

就労移行支援 3 38 2 43 2 36 2 43 2 43 2 43

就労継続支援

(Ａ型)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

就労継続支援

(Ｂ型)
19 355 21 394 24 467 24 467 24 467 24 467

就労定着支援 0 0 0 0 1 30 1 30 1 30 1 30

療養介護 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30

短期入所

（福祉型）
1 6 1 1 0 0 5 1 5 1 5 1

短期入所

（医療型）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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(イ) 共同生活援助（グループホーム）

共同生活援助（グループホーム）は、共同生活を営む上で支障のない程

度の障がいのある人に、主に夜間において、共同生活を行う住居で相談や

日常生活上の援助を行います。

(ウ) 施設入所支援

施設に入所する障がいのある人に、主として夜間において、入浴、排せ

つ、食事などの介護を行います。

【サービスの実績と見込量】

※利用量を見込んでいないサービスについて、サービスの利用を制限するものではありません。

エ 相談支援

(ア) 計画相談支援

障がい福祉サービスまたは地域相談支援を利用する障がいのある人を

対象に、サービスの利用調整を行い、サービス等利用計画を作成します。

また、計画作成後に計画の評価・見直し（モニタリング）を行います。

サービス体系

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

人/月 人/月 人/月 人/月 人/月 人/月

自立生活援助 0 0 0 0 0 0

(内数)精神障がい者に

おける自立生活援助
0 0 0 0 0 0

共同生活援助 22 22 23 23 24 25

(内数)精神障がい者に

おける共同生活援助
1 2 2 2 2 2

施設入所支援 22 23 24 24 23 22
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(イ) 地域移行支援

障がい者支援施設または児童福祉施設に入所している障がいのある人、

また、精神科病院に長期入院をしている精神障がいのある人などに対し、

住居の確保その他地域における生活に移行するための活動に関する相談

支援を行います。

(ウ) 地域定着支援

施設、病院、家族との同居から一人暮らしに移行した障がいのある人に

対し、常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事

態などへの相談等、必要な支援対応を行います。

【サービスの実績と見込量】

※利用量を見込んでいないサービスについて、サービスの利用を制限するものではありません。

オ 障がい児通所支援

(ア) 児童発達支援

療育指導が必要と判断された児童を対象に、日常生活における基本的な

動作を習得し、集団生活に適応できるよう、児童の身体および精神の状況

や環境に応じた適切な訓練を行います。

事 業 名

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 利用者数 利用者数 利用者数 利用者数 利用者数

計画相談支援 78 75 75 75 75 75

地域移行支援 0 0 0 0 0 0

(内数)精神障がい者に

おける地域移行支援
0 0 0 0 0 0

地域定着支援 0 0 0 0 0 0

(内数)精神障がい者に

おける地域定着支援
0 0 0 0 0 0
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(イ) 医療型児童発達支援

(ア)の児童発達支援に加えて治療を行います。

(ウ) 放課後等デイサービス

在学中の障がいのある児童に、放課後や夏休みなどの長期休暇中におい

て、生活能力向上のための訓練などを継続的に提供することにより、学校

教育と相まって児童の自立を促進します。

(エ) 保育所等訪問支援

保育所や小学校等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童と

の集団生活への適応のために専門的な支援その他必要な支援を行います。

(オ) 居宅訪問型児童発達支援

重度の障がいがあり外出が困難な障がい児に対して、居宅を訪問して、

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上

のために必要な訓練、その他必要な支援を行います。

【サービスの実績と見込量】

※利用量を見込んでいないサービスについて、サービスの利用を制限するものではありません。

区 分

第１期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第２期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

人 日/月 人 日/月 人 日/月 人 日/月 人 日/月 人 日/月

児童発達支援 3 15 1 4 1 12 1 12 1 12 1 12

医療型児童発

達支援
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

放課後等

デイサービス
9 88 9 66 7 49 9 66 9 66 9 66

保育所等訪問

支援
0 0 0 0 1 2 1 2 1 2 1 2

居宅訪問型

児童発達支援
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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カ 障害児相談支援

障がい児通所支援を利用する児童を対象に、サービスの利用調整を行い、障

がい児支援利用計画を作成します。また、計画作成後に計画の評価・見直し（モ

ニタリング）を行います。

【サービスの実績と見込量】

(３) 障がい福祉サービス等の見込量の確保のための方策

障がいのある人がどのようなサービスを利用できるかわかるよう各種サー

ビス内容の周知を行うとともに、相談支援事業所や協議会などの関係機関との

連携強化を図り、障がいのある人が必要なサービスを利用できるよう支援をし

ます。

また、仁木町及び北後志圏域において、利用者のニーズに対応したサービス

が提供できるようサービス提供体制の基盤の確保に努めます。

事 業 名

第１期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第２期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数 利用者数 利用者数 利用者数 利用者数 利用者数

障害児相談支援 12 12 12 12 12 12
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６ 地域生活支援事業

(１) 事業の体系

(２) 事業の内容、実施に関する考え方及び見込量

ア 理解促進研修・啓発事業

障がいのある人が日常生活や社会生活の際に生じる社会的障壁を除くため、

地域住民が障がいに対する理解を深められるよう啓発を行う事業です。

北海道ヘルプマーク・ヘルプカード配布ガイドラインに基づき、ヘルプマー

ク及びヘルプカードの配付を行い、外見からは障がいがあると分からなくても

援助や配慮を必要とされる方が、周囲の方の援助を得られやすくなるよう取組

を推進します。

イ 自発的活動支援事業

障がいのある人や家族、地域住民が地域において自発的に行う活動（ピアサ

ポート・ボランティア活動等）に対し、情報提供等の支援を行う事業です。

仁木町における実績はありませんが、今後、障がいのある人等の自発的な取

り組みを把握次第、支援を検討します。

ウ 相談支援事業

障がいのある人やその家族などからの相談に応じて必要な情報の提言や助

言、障がい福祉サービスの利用に関する援助、調整等の支援を行うとともに、

障がいのある人の権利擁護のために必要な援助を行う事業です。

仁木町では、ＮＰＯ法人しりべし圏域総合支援センターへの委託により、北

後志５か町村による広域の相談支援事業及び基幹相談支援センター機能強化

必須事業 理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

相談支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

意思疎通支援事業

日常生活用具給付等事業

手話奉仕員養成研修事業

移動支援事業

地域活動支援センター事業

任意事業 日中一時支援事業
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事業を実施しているほか、社会福祉法人後志報恩会への委託により、仁木町単

独の相談支援事業を実施しています。相談支援事業を効果的に実施するため、

３障がいに対応した協議会の充実を図り、関係機関とのネットワーク化を進め

ていきます。

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）については、仁木町における実績

はありませんが、今後は北後志圏域での実施を視野に入れ、事業実施に向けて

検討します。

エ 成年後見制度利用支援事業

成年後見制度の利用に向けた相談支援体制の充実を図り、身寄りのない障害

のある人の成年後見制度の申し立てに必要な経費などを助成します。

オ 成年後見制度法人後見支援事業

小樽市及び北後志５か町村で運営支援を行っている小樽・しりべし成年後見

センターの活動を通じて、成年後見制度における法人後見活動を支援します。

【事業の実績と見込量】

事 業 名

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

理解促進研修啓

発事業

実施

有無
有 有 有 有 有 有

自発的活動支援

事業

実施

有無
無 無 無 有 有 有

相
談
支
援
事
業

障害者相談
支援事業

実施

箇所
１ ２ ２ ２ ２ ２

基幹相談支
援センター
等機能強化
事業

実施

有無
有 有 有 有 有 有

成年後見制度

利用支援事業

実施

有無
有 有 有 有 有 有

成年後見制度法

人後見支援事業

実施

有無
有 有 有 有 有 有
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カ 意思疎通支援事業

手話通訳者や要約筆記者を派遣する事業、手話通訳者を設置する事業、点訳、

代筆、代読、音声訳等による支援事業など意思疎通を図ることに支障がある障

がいのある人とその他の者の意思疎通を支援を行う事業です。

社団法人北海道ろうあ連盟への委託により、手話通訳を必要とする聴覚障が

い者に対して手話通訳者を派遣する手話通訳者広域派遣事業、役場窓口にタブ

レット端末を配置し、インターネットを介して手話通訳者が手話通訳を行う遠

隔手話サービス事業を実施します。

【事業の実績と見込量】

キ 日常生活用具給付等事業

重度の障がい者（児）に対し、日常生活の便宜を図るため、以下の日常生活

用具の給付を行います。

・介護・訓練支援用具：身体介護を支援する用具（特殊寝台、特殊マット、

特殊尿器、入浴担架、体位変換器など）

・自立生活支援用具：入浴、食事、移動などの自立生活を支援する用具

（入浴補助用具、特殊便器、聴覚障がい者用屋内信号装置など）

・在宅療養等支援用具：在宅療養等を支援する用具（透析液加温器、ネブラ

イザー、電気式たん吸引器、盲人用体温計など）

・情報・意思疎通支援用具：情報収集、意思疎通等を支援する用具

（携帯用会話補助装置、点字器、聴覚障害者用通信装置、人口喉頭など）

・排泄管理支援用具：排泄管理を支援する用具（蓄便、蓄尿袋、紙おむつ、

収尿器など）

・居宅生活動作補助用具：居宅生活動作等を円滑にする用具で、設置に小規

模な住宅改修を伴うもの

事 業 名

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実施

箇所

実利

用者

実施

箇所

実利

用者

実施

箇所

実利

用者

実施

箇所

実利

用者

実施

箇所

実利

用者

実施

箇所

実利

用者

意志疎通支

援支援事業
1 0 1 0 2 0 2 1 2 1 2 1
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【事業の実績と見込量】

ク 手話奉仕員養成研修事業

聴覚障がいのある人などとの交流活動の推進や、日常会話程度の手話表現技

術を習得した手話奉仕員を養成するための北後志地区手話奉仕員養成講座の

開催を支援します。

【事業の実績と見込量】

事 業 名

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業

（
件
数
・
年
間
利
用
者
数
）

介護・訓練支援用具 2 0 0 1 1 1

自立生活支援用具 0 2 0 2 2 2

在宅療護等支援用具 2 2 0 2 2 2

情報・意思疎通支援用具 1 1 0 1 1 1

排泄管理支援用具 102 106 121 121 121 121

居宅生活動作補助用具

（在宅改修費）
0 0 0 1 1 1

合 計 107 111 121 157 157 157

事 業 名

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

手話奉仕員養成研修事業 有 有 有 有 有 有
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ケ 移動支援事業

屋外での移動が困難な障がいのある人について、地域における自立生活およ

び社会参加を促進するため、外出のための支援を行います。

【事業の実績と見込量】

コ 地域活動支援センター事業

通所による創作活動などのサービスを提供して、障がいのある人の自立と社

会参加を目的とした支援を行うとともに地域交流や普及啓発により、障がいの

ある人への理解を促進を図る事業です。

仁木町での事業実績はありませんが、今後、北後志５か町村による広域での

実施に向けた検討を行います。

【事業の実績と見込量】

事

業

名

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実
利

用
者
数

延利

用時
間数

事
業
者

数

実
利

用
者
数

延利

用時
間数

事
業
者

数

実
利

用
者
数

延利

用時
間数

事
業
者

数

実
利

用
者
数

延利

用時
間数

事
業
者

数

実
利

用
者
数

延利

用時
間数

事
業
者

数

実
利

用
者
数

延利

用時
間数

事
業
者

数

移動

支援

事業

10 540 3 9 672 4 9 627 4 9 672 4 9 672 4 9 672 4

事 業 名

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域活動支援センター事業 無 無 無 無 有 有
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サ 日中一時支援事業（任意事業）

障がいのある人などを一時的に預かることで、その保護者たちなどの日中活

動の場や一時的な休息を提供し、また、障がいのある人たちの社会適応訓練等

を実施します。

【事業の実績と見込量】

シ その他の任意事業

上記事業のほか、必要に応じて、障がいのある人が自立した日常生活または

社会生活を営むために必要な事業を実施します。

(３) 地域生活支援事業の見込量の確保のための方策

障がいのある人がどのような事業を利用できるかわかるよう事業の周知を行

うとともに、関係機関との連携強化を図り、障がいのある人が必要な事業を利用

できるよう支援をします。

また、仁木町及び北後志圏域において、利用者のニーズに対応した事業が提供

できるよう、事業実施体制の基盤の確保に努めます。

事 業 名

第５期

【実績値】

※令和２年度については実績見込み

第６期

【見込量】

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

箇所

数

利用

者数

箇所

数

利用

者数

箇所

数

利用

者数

箇所

数

利用

者数

箇所

数

利用

者数

箇所

数

利用

者数

日中一時支援

事業
5 0 6 1 6 0 6 1 6 1 6 1
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７ 計画の推進

(１) 関係機関との連携

計画の推進に当たっては、障がい福祉の観点のみならず、医療、教育、雇用

等の分野を超えた総合的な取組が不可欠となっています。

庁内関係各課等の情報交換や意見交換に努めるとともに、仁木町障がい者自

立支援協議会による個別検討会議等の活動を活性化し、仁木町各分野間におけ

る連携強化を図り、計画推進に向けて総合的な取組を推進します。

また、北後志地域自立支援協議会による関係機関のネットワーク会議等の各

種取組を通して、北後志圏域における関係機関の連携強化に努めます。

(２) 計画達成状況の点検及び評価

各施策や事業の実施状況について、年度ごとに点検及び評価を行い、施策の

充実や見直しについての検討を進めます。

また、計画の推進状況については、必要に応じて仁木町障がい者自立支援協

議会及び北後志地域自立支援協議会に報告し、施策の検討結果や意見等を次期

計画の策定に反映します。





第６期仁木町障がい福祉計画

第２期仁木町障がい児福祉計画

令和３年３月

発行 仁木町

〒０４８－２４９２

北海道余市郡仁木町西町１丁目３６番地１

電話（０１３５）３２－２５１３

編集 仁木町住民課おもいやり係


